
１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

⑴ 職員数の状況と主な増減理由 

区  分 

職員数 

対前年度増減数 主な増減理由 平成 31年 4月 令和 2年 4 月 

一般行政 

議会 1人 1人 0人  

総務 14人 14人 0人  

税務 2人 2人 0人  

民生 8人 7人 -1人 業務体制の見直し 

衛生 2人 2人 0人  

農林水産 4人 3人 -1人 退職による減 

商工 3人 3人 0人  

土木 3人 3人 0人  

小計 37人 35人 -2人  

特別行政 教育 7人 8人 1人 課長職の配置 

公営企業 

水道 1人 1人 0人  

国保 1人 1人 0人  

その他 1人 1人 0人  

小計 3人 3人 0人  

合  計 47人 46人 -1人  

※今回から地方公共団体定員管理調査に基づいて集計しています。 

 

⑵ 定員管理計画の数値目標及び推進状況 

三島町では、平成 30 年 3 月に新たな定員管理計画を策定しました。※短時間勤務職員及び他団体

からの派遣職員は含みません。 

① 定員管理計画の目標 

計画期間 
数値目標 

始期 終期 

平成 30年 4月 令和 5年 3月   44人程度 

 

  ② 令和 2年 4月 1日現在における定員の数値目標 

45人程度 

 

(3) 採用試験の実施状況（令和元年度） 

   職員採用試験は実施していません。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 (4) 職員の採用及び退職の状況                    （単位：人） 

職種 
平成３０年度 令和元年度 

採用 退職 採用 退職 

一般行政職 2 0 2 1 

保育士 1 0 0 0 

合 計 3 0 2 1 

※短時間勤務職員は含みません。 

 

２ 職員の人事評価の状況 

職員の人事評価については、令和元年度は実施しておりません。 

 

 

３ 職員の給与の状況 

 (1) 総括 

① 人件費の状況（普通会計決算） 

区分 住民基本台帳人口 歳出額 A 実質収支 人件費 B 
人件費率 

B/A 

30 年度 

人件費率 

元年度 1,571 人 28 億 1,290 万円 1 億 8,920 万円 3 億 7,843 円 13.5％ 15.9％ 

  ※住民基本台帳人口は、令和 2 年 4 月 1 日現在の人数です。 

② 職員給与費の状況（普通会計決算） 

区分 職員数 A 
給与費 1 人あたりの 

給与費 B/A 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計 B 

元年度 44 人 1 億 5,152 万円 2,781 万円 6,017 万円 2 億 3,950 万円 544 万円 

※1 職員手当には退職手当を含みません。 

  ※2 職員数は、平成 31 年 4 月 1 日現在の人数です。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 ラスパイレス指数の状況（各年 4月 1日現在） 
   

 

 

※1 ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員 

数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月 

額を 100 として計算した指数です。 

※2 類似団体平均は、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を比較しています。   

 

 

  (2)職員の平均給与月額、初任給等の状況 

①職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

【一般行政職】 

区 分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

三島町 41.9 歳 31 万 2,386 円 36 万 1,786 円 

国 43.2 歳 32 万 7,564 円 40 万 8,868 円 

※1「平均給料月額」とは、令和 2 年 4 月 1 日現在における職員の基本給の平均です。 

※2「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の 

手当が含まれないことから、比較のため国家公務員と同じベースで計算したものです。 

  

②職員の初任給の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

 三島町 福島県 国 

一般行政職 
大学卒 18 万 6,500 円 19 万 3,100 円 18 万 2,200 円 

高校卒 15 万 3,900 円 15 万 8,400 円 15 万 600 円 

 

③職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

 経験年数 10年 経験年数 20年 経験年数 30年 

一般行政職 
大学卒 24 万 7,200 円 ※円 ※円 

高校卒 ※円 ※円 36 万 6,700 円 

   ※該当者なし  

 

 



(3)職員の手当の状況 

 

①期末手当・勤勉手当 

三島町 （参考） 福島県 （参考）  国 

（元年度支給割合） 

 期末手当   勤勉手当 

 2.55月分   1.90月分 

（元年度支給割合） 

 期末手当   勤勉手当 

 2.55月分   1.90月分 

（元年度支給割合） 

 期末手当   勤勉手当 

 2.6月分    1.90月分 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

  ・役職加算 5～15％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

  ・役職加算  5～20％ 

  ・管理職加算 15～25％ 

（加算措置の状況） 

職制上の段階、職務の級等に

よる加算措置 

  ・役職加算  5～20％ 

  ・管理職加算 10～25％ 

 

 ② 退職手当の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

三島町 （参考）      国 

1人当たり平均支給額（令和元年度） 

自己都合  103千円 

勧奨・定年  0千円 

 

― 

― 

（支給率）  自己都合  応募認定・定年 

勤続 20年   19.6695月分  24.5868月分 

勤続 25年   28.0395月分  33.2707月分 

勤続 35年   39.7575 月分  47.709月分 

最高限度額   47.709 月分  47.709月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

         （2％～20％加算） 

（支給率）  自己都合  応募認定・定年 

勤続 20年   19.6695月分  24.5868月分 

勤続 25年   28.0395月分  33.2707月分 

勤続 35年   39.7575 月分  47.709月分 

最高限度額   47.709 月分  47.709月分 

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置 

         （2％～45％加算） 

※退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した職員に支給された平均額です。   

  

③時間外勤務手当 

正規の勤務時間を超えて勤務したときに支給されます。 

支給実績（元年度普通会計決算） 10,405千円 

職員１人当たり平均支給年額（同上） 452千円 
 

 

④その他の手当（平成 31年 4月 1日現在）

 

手当名 支給要件 
支給単価 

支給実績（元年度決算） 支給職員１人当り 

平均支給年額 

扶養手当 

①配偶者 

②22歳に達する日以後の最初の3

月31日までの間にある子及び孫 

③60歳以上の父母及び祖父母 

④22歳に達する日以後の最初の3

月31日までの間にある弟妹 

⑤重度心身障害者 

○配偶者 6,500円 

○子一人につき10,000 円（配偶者がいない場合の

一人目については、10,000円） 

・特定期間加算 5,000円 

〇配偶者・子以外 6,500円 

（配偶者がいない場合の一人目については9,000円） 

5,790千円 231,000円 



手当名 支給要件 
支給単価 

支給実績（元 年度決算） 支給職員１人当り 

平均支給年額 

住居手当 

自ら居住するため住宅(貸間を含む)を

借り受け、月額9,500円を超える家賃

(使用料を含む)を支払っている場合 

 

【借家】 

・月額20,500円以下の家賃・・・ 

家賃月額－9,500円 

・月額20,500円を超える家賃（支給限度額

27,000 円）・・・ 

11,000円＋（家賃月額－20,500円）×1/2 

4,032 千円 252,000 円 

通勤手当 

①通勤のために交通機関等の利用を常

例とすること、運賃等の負担を常例と

すること、徒歩により通勤するとした

場合の通勤距離が片道２ km以上であ

ること 

②通勤のために自動車等の使用を常例

とすること 

① 運賃相当額が51,000円以下については運

賃相当額 

② 自動車などを利用する場合は通勤距離に

応じて3,100 円から19,500円を支給 

2,819 千円 104,400 円 

寒冷地手当 

基準日（毎年11月から翌年3月までの

各月の初日）において、支給対象地域

に在勤する職員に支給 

基準日における地域の区分及び職員の世帯等

の区分に応じた定額 

2,806 千円 66,800 円 

 

(4) 特別職の報酬等の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

区 分 給料月額等 

給
料 

町長 

副町長 

   694,000円 

   559,000円 

   225,000円 

   184,000円 

   166,000円 
報
酬 

議長 

副議長 

議員 

期
末
手
当 

町長 

副町長 

（元年度支給割合） 

2.9月分 

議長 

副議長 

議員 

（元年度支給割合） 

2.9月分 

 

 

４ 職員の勤務時間その他勤務条件の状況 

⑴ 職員の勤務時間の状況（令和 2年 4月 1日現在） 

１日 7時間 45分 １週間 38時間 45分 

 

⑵ 職員の年次有給休暇の使用状況 

   １年度ごとに 20日付与。20日を超えない範囲内の残日数は翌年度に繰り越すことができる。 

    令和元年の１人当たりの平均使用日数は、次のとおりです。 

1人当たりの平均使用日数 7.9日（消化率 20.4%） 

 



⑶ 病気休暇及び特別休暇の状況 

病気休暇は、職員が負傷又は疾病のため療養する必要があり、その勤務しないことがやむを得

ない場合に認められる有給休暇です。 

特別休暇は、選挙権の行使、結婚、出産その他の特別の事由により職員が勤務しないことが相

当である場合として規則で定められている有給休暇です。 

令和 2年 4月 1日現在、規則で定められている特別休暇は、次のとおりです。 

種  類 付与日数 

１ 産前産後休暇 産前8週間以内、産後8週間以内 

２ 配偶者の出産休暇 2 日以内 

３ 生理休暇 その都度 2 日以内 

４ 忌引休暇 配偶者の場合 10 日以内 ほか 

５ 夏季休暇 3 日以内 

６ ボランティア休暇 5 日以内 

７ 結婚休暇 連続する 7 日以内 

８ 父母の祭日のための休暇 その都度 1 日以内 

９ 骨髄移植に係る登録又は骨髄液の提供のための休暇 必要と認められる期間 

10 選挙権その他公民としての権利行使のための休暇 必要と認められる期間 

11 証人、鑑定人、参考人等として国会、裁判所、地方公共団体の議

会その他の官公署へ出頭するための休暇 
必要と認められる期間 

12 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律による

交通の制限又は遮断を事由とする休暇 
必要と認められる期間 

13 風水震火災その他非常災害による交通遮断を事由とする休暇 必要と認められる期間 

14 風水震火災その他天災地変等による職員の住居滅失又は破壊を事

由とする休暇 
一週間以内で必要と認められる期間 

15 交通機関の事故等不可抗力の原因を事由とする休暇 必要と認められる期間 

16 風水震火災その他の災害による職員の退勤途上における身体の危

険を回避するため勤務しないことがやむを得ないと認められることを

事由とする休暇 

必要と認められる期間 

17 育児時間 1 日 2 回各 30 分以内 

18 つわり休暇 1 妊娠につき 10 日以内 

19 看護休暇 1年に5日以内（小学校就学前まで） 

 

⑷ 育児休業等の利用状況 

  育児休業は、職員が 3 歳に満たない子を療育するため、当該子が 3 歳に達する日まで取得する

ことができ、部分休業は、小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、勤務時間の始め

又は終わりに 1日を通じて 2時間を超えない範囲で取得することができることとしています。 

   なお、育児休業の場合は休業中、部分休業の場合は勤務しない時間が無給となっています。 

  令和元年度の取得状況は、次のとおりです。 

                                    （単位：人） 

 

育児休業取得者 

令和元年度中に新たに 

育児休業が取得可能となった職員 

（育児休業対象者数） 

うち育児休業

取得者数 

男性職員 1 1 1 

女性職員 1 0 0 

計 2 1 0 



⑸ 介護休暇の取得状況 

介護休暇は、職員が配偶者、父母、子、配偶者の父母等の負傷、疾病又は老齢のため、当該配

偶者等を介護することが相当である場合に 6 月の期間内で認められる休暇で、勤務しない時間は

無給となります。 

令和元年度の取得状況は、次のとおりです。 

（単位：人） 

 介護休暇所得者数 

男性職員 0 

女性職員 0 

計 0 

 

５ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

⑴ 分限処分の状況 

  分限制度は、職員が恣意的にその職を奪われることのないよう身分を保障することにより、公

務の中立性、安定性を確保し、公務能率の維持及びその適正な運営を図る趣旨から整備されてい

ます。 

  分限処分は、法又は条例に定める事由に該当する場合に限り、任命権者が職員の意に反して、

その身分に不利益な変動をもたらす免職等の処分のことをいいます。 

  令和元年度の分限処分の状況は、次のとおりです。 

（単位：人） 

区 分 降任 免職 休職 降給 合計 

勤務実績が良くない場合 

（法第 28条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 

（法第 28条第 1項第 2号、第 2項第 1号） 
0 0 0 0 0 

職に必要な適格性を欠く場合 

（法第 28条第 1項第 3号） 
0 0 0 0 0 

職制等の改廃等により過員等を生じた場合 

（法第 28条第 1項第 4号） 
0 0 0 0 0 

刑事事件に関し起訴された場合 

（法第28条第2項第2号） 
0 0 0 0 0 

条例に定める事由による場合 

（法第 27条第 2項） 
0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 

法第 28条第 4項により失職した者 0 0 0 0 0 

 

 

 

 

 

 

 



⑵ 懲戒処分の状況 

  懲戒制度は、職員の一定の義務違反に対して、道義的責任を追及することにより、地方公共団

体における規律と公務遂行の秩序の維持を図る趣旨から整備されています。 

懲戒処分は、法に定める事由に該当する場合に、職員の非違の責任を明らかにして科される制

裁として、任命権者が職員の身分に不利益な変動をもたらす免職等の処分のことをいいます。 

令和元年度の懲戒処分の状況は、次のとおりです。 

① 懲戒処分者数                       （単位：人） 

区 分 戒告 減給 停職 免職 合計 

法令違反 

（法第 29条第 1項第 1号） 
0 0 0 0 0 

職務上の義務違反又は怠慢 

（法第29条第1項第2号） 
0 0 0 0 0 

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行 

（法第 29条第 1項第 3号） 
0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 

 

② 行為別懲戒処分者数内訳                       （単位：人） 

区 分 戒告 減給 停職 免職 合計 

給与・任用に関する不正 

（諸給与の不正領得等） 
0 0 0 0 0 

一般服務違反関係 

（職務命令違反、信用失墜行為等） 
0 0 0 0 0 

一般非行関係 

（傷害・暴行の刑法違反等） 
0 0 0 0 0 

収賄等関係 
0 0 0 0 0 

道路交通法違反 
0 0 0 0 0 

管理監督責任 
0 0 0 0 0 

合 計 0 0 0 0 0 

 

６ 職員の服務の状況 

職員の服務については、法第 30 条に服務の根本基準が定められているほか、法令等及び上司の命

令に従う義務、信用失墜行為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務、政治的行為の制限、争

議行為等の禁止、営利企業等の従事制限などの義務や制限が課されています。 

これらの服務規律を保持するため、懲戒制度の適切な運用に努めているほか、日ごろから職員に対 

して注意を喚起し、その徹底を図っています。令和元年度の服務規律の遵守に関する主な取組状況は、

次のとおりです。 
 

任命権者 取組内容 周知方法等 

各任命権者 職員の服務規律の厳正な保持について、

6月下旬、12月下旬に周知を図りました。 

文書により職員への周知を図っ

たほか、各所属における会議、打

合せ等の場で所属職員への周知徹

底に努めた。 

 



７ 職員の退職管理の状況 

職員の退職管理については、平成 28年 4月からの地方公務員法の改正を踏まえ、職員の退職管理

に関する条例を制定し、適正の確保に努めています。 

町を退職した職員の再就職の状況を公表することにより、その公正性及び透明性を確保します。 

なお、平成 30年度及び令和元年度に退職した課長相当職以上の職員の再就職はありません。 

 

８ 職員の研修の状況 

 職員の勤務能率の発揮及び増進のため、職務の階層に応じて行う階層別の研修や、専門研修、派遣

研修等の各種研修を実施しています。令和元年度の主な研修の実施状況は次のとおりです。 

                                      （単位：人） 

区分 研修名 対象者 主催 
受講

者数 

研
修
所
研
修 

階
層
別
研
修 

新任係長研修 新任係長 自治研修センター 1 

応用力アップ研修 採用後８年目 自治研修センター 1 

基礎力アップ研修 採用後４年目 自治研修センター 2 

新規採用職員（前期）研修 新規採用職員 自治研修センター 1 

新規採用職員（後期）研修 新規採用職員 自治研修センター 1 

特
別
研
修 

メンタルトレーニング実践講座 希望する職員 自治研修センター 1 

派
遣
研
修 

先
進
地
研
修 

自立支援型地域ケア会議先進地視察

（大分県） 
町民課職員 福島県と合同で実施 2 

職
場
研
修 

公務員倫理（コンプライアンス研修） 全職員 
自治研修センターと三

島町 
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